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令和５年度埼玉県内部統制評価報告書 

 

 埼玉県知事 大野 元裕 は、地方自治法第１５０条第４項の規定による評価を行い、同項に規定する報告書を次の

とおり作成しました。 

 

１ 内部統制の整備及び運用に関する事項 

  「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン」（平成３１年３月総務省公表。以下「ガイド

ライン」という。）を踏まえ、「埼玉県内部統制基本方針」（令和２年３月１０日）を策定し、当該方針に基づき財務

に関する事務に係る内部統制の整備及び運用を行っています。 

  「日本一暮らしやすい埼玉」の実現に向け、継続的に内部統制に取り組むとともに、社会情勢の変化や監査委員

からの意見等を踏まえ、適時必要な見直しを行うこととします。 

 

２ 評価手続 

  埼玉県では、ガイドラインを踏まえ、「全庁的な内部統制評価実施要領」（令和２年４月１日。以下「評価実施要

領」という。）及び「業務における内部統制評価事務処理要領」（令和２年４月１日。以下「評価事務処理要領」と

いう。）において、内部統制の評価について必要な事項を定めております。 

  令和５年度については、評価対象期間を令和５年４月１日から令和６年３月３１日とし、その最終日である令和

６年３月３１日を評価基準日として、評価実施要領及び評価事務処理要領に基づき、財務に関する事務に係る内部

統制の評価を実施しました。 

 

３ 評価結果 

  上記評価手続により、評価作業を実施したところ、財務に関する事務に係る内部統制は評価基準日において有効

に整備され、また評価対象期間において有効に運用されていると判断しました。 

 

４ 不備の是正に関する事項 

記載すべき事項はありません。 

 

                   令和６年８月５日             埼玉県知事 大野 元裕  



参考資料 
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令和５年度 内部統制の評価概要 

 地方自治法第１５０条第４項の規定による令和５年度の内部統制評価の結果は、次のとおりです。  

  

１ 評価対象期間及び基準日  

・評価対象期間 令和５年４月１日～令和６年３月 31 日  

・評価基準日  令和６年３月 31 日  

     

２ 評価の範囲  

・対象事務 財務に関する事務  

・対象所属 知事部局、教育委員会 

 

３ 評価方法  

（１）全庁的な内部統制の評価  

評価実施要領の別紙１「地方公共団体の全庁的な内部統制の評価の基本的考え方及び評価項目」に規定された６つの基本的要素

(統制環境、リスクの評価と対応、統制活動、情報と伝達、モニタリング、ICT への対応)で構成する２８の評価項目について、そ

れぞれに対応する条例、規則など６９本の規定が適切に整備・運用されているか評価を行いました。  

  

（２）業務レベルの内部統制の評価  

知事部局及び教育委員会の各部局で作成し、自己評価を行ったリスク評価シートについて、評価部局において独立的評価を実施

しました。  

 

４ 評価結果  

（１）全庁的な内部統制の評価  

評価実施要領に規定された２８の評価項目について確認したところ、整備状況、運用状況ともに不備は認められませんでした。 
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（２）業務レベルの内部統制の評価 

各部局が自己評価を行ったリスク評価シートの整備状況及び運用状況を確認したところ、整備状況については不備が確認され

ませんでしたが、運用状況については８０件の不備が確認されました。不備の概要は以下のとおりです。 

分類 リスク内容 
件数 

合計 知事部局 教育委員会 

収 入 過大・過小徴収、不適切な現金領収の手続き、不適正な納入通知書等の発行 １６  ４ １２ 

支 出 誤った支出命令、支払い遅延、所得税等の納税誤り 等 ３９ １６ ２３ 

契 約 不適切な手続きでの契約締結、不適切な契約管理、設計単価・積算誤り 等 ２０ １６  ４ 

財 産 物品の不適正な管理、不適切な行政財産使用許可の手続き 等  ５  ２  ３ 

合計  ８０ ３８ ４２ 

 

（３）重大な不備 

重大な不備について、ガイドラインでは「事務の管理及び執行が法令に適合していない、又は、適正に行われていないことによ

り、地方公共団体・住民に対し大きな経済的・社会的な不利益を生じさせる蓋然性の高いものもしくは実際に生じさせたものをい

い、内部統制の責任を果たす観点から、内部統制評価報告書に記載すべきもの」としています。  

埼玉県では、ガイドラインを踏まえ「重大な不備に該当するかの判断基準」を定めており、当該基準に基づき、評価部局が把握

した運用状況の不備を確認したところ、重大な不備に該当するものはありませんでした。 

  

（４）内部統制の有効性の判断  

評価対象期間の最終日である評価基準日において、整備状況及び運用状況ともに重大な不備が確認されなかったことから、財務

に関する事務に係る内部統制は評価対象期間において有効に整備、運用されていると評価しました。  

  

５ 不備の是正に関する事項  

  内部統制報告書に記載すべき重大な不備は確認されませんでしたが、運用状況の不備と評価した８０件については、該当部局に

おいて発生原因の分析や再発防止に向けた改善が行われており、不備の是正が図られていることを確認しました。 


